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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　患者の一つまたは複数の眼の一つまたは複数の網膜にターゲット画像を投射するよう構
成された投射装置と、
　前記一つまたは複数の網膜に対して共役に配置された一つまたは複数の画像検出装置と
を備え、
　前記一つまたは複数の画像検出装置は、ターゲット画像に応じて前記一つまたは複数の
網膜から反射された反射画像を捕捉するよう構成され、前記反射画像は、前記一つまたは
複数の網膜から反射された際に変更されたターゲット画像を含み、前記ターゲット画像と
前記反射画像との間の一つまたは複数の相違点が、前記一つまたは複数の眼の固視を表す
、固視測定装置。
【請求項２】
　前記反射画像の少なくとも一部に基づいて、前記一つまたは複数の眼の固視を計算する
よう構成された、一つまたは複数のコンピュータ装置をさらに備えた、請求項１に記載の
固視測定装置。
【請求項３】
　前記一つまたは複数の眼の固視は、ターゲット画像と反射画像との間の一つまたは複数
の偏光関連の変化の少なくとも一部に基づいて計算される、請求項２に記載の固視測定装
置。
【請求項４】
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　前記ターゲット画像の一部として前記一つまたは複数の網膜に投射された光を偏光する
よう構成され、前記反射画像の一部として前記一つまたは複数の網膜から反射された光を
偏光するよう構成された偏光子をさらに含む、請求項１に記載の固視測定装置。
【請求項５】
　前記偏光子が偏光ビームスプリッタを含む、請求項４に記載の固視測定装置。
【請求項６】
　前記ターゲット画像の一部として前記一つまたは複数の網膜に投射された光を偏光する
よう構成された第１の偏光子と、
　前記反射画像の一部として前記一つまたは複数の網膜から反射された光を偏光するよう
構成された第２の偏光子とをさらに含む、請求項１に記載の固視測定装置。
【請求項７】
　前記ターゲット画像がリング画像を含む、請求項１に記載の固視測定装置。
【請求項８】
　前記投射装置が、
　アキシコンレンズを通して光を投射することにより円形の光投射を生成するよう構成さ
れた光源と、
　前記円形の光投射を前記リング画像に焦点合わせするトロイドレンズとを含む、請求項
７に記載の固視測定装置。
【請求項９】
　前記投射装置が、
　光を投射するよう構成された光源と、
　前記光源からの光を反射させて前記リング画像を生成するよう構成された凹トロイド鏡
とを含む、請求項７に記載の固視測定装置。
【請求項１０】
　投射装置と一つまたは複数の画像検出装置を備えた固視測定装置によって実行される固
視測定方法であって、
　前記投射装置によって、患者の一つまたは複数の眼の一つまたは複数の網膜へターゲッ
ト画像を投射する工程と、
　前記一つまたは複数の網膜に対して共役に配置された前記一つまたは複数の画像検出装
置によって、ターゲット画像に応じて前記一つまたは複数の網膜から反射された反射画像
であって、前記一つまたは複数の網膜から反射された際に変更されたターゲット画像を含
む反射画像を捕捉する工程とを含み、
　前記固視測定装置が、前記ターゲット画像と前記反射画像との間の一つまたは複数の相
違点に基づき、前記一つまたは複数の眼の固視を測定する、固視測定方法。
【請求項１１】
　一つまたは複数のコンピュータ装置によって、前記反射画像の少なくとも一部に基づい
て、前記一つまたは複数の眼の固視を計算する工程をさらに備えた、請求項１０に記載の
固視測定方法。
【請求項１２】
　前記一つまたは複数の眼の固視は、ターゲット画像と反射画像との間の一つまたは複数
の偏光関連の変化の少なくとも一部に基づいて計算される、請求項１１に記載の固視測定
方法。
【請求項１３】
　偏光子によって、前記ターゲット画像の一部として前記一つまたは複数の網膜に投射さ
れた光を偏光する工程と、
　前記偏光子によって、前記反射画像の一部として前記一つまたは複数の網膜から反射さ
れた光を偏光する工程とをさらに含む、請求項１０に記載の固視測定方法。
【請求項１４】
　前記偏光子が偏光ビームスプリッタを含む、請求項１３に記載の固視測定方法。
【請求項１５】
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　第１の偏光子により、前記ターゲット画像の一部として前記一つまたは複数の網膜に投
射された光を偏光する工程と、
　第２の偏光子により、前記反射画像の一部として前記一つまたは複数の網膜から反射さ
れた光を偏光する工程とをさらに含む、請求項１０に記載の固視測定方法。
【請求項１６】
　前記ターゲット画像がリング画像を含む、請求項１０に記載の固視測定方法。
【請求項１７】
　前記投射装置が、
　アキシコンレンズを通して光を投射することにより円形の光投射を生成するよう構成さ
れた光源と、
　前記円形の光投射を前記リング画像に焦点合わせするトロイドレンズとを含む、請求項
１６に記載の固視測定方法。
【請求項１８】
　前記投射装置が、
　光を投射するよう構成された光源と、
　前記光源からの光を反射させて前記リング画像を生成するよう構成された凹トロイド鏡
とを含む、請求項１６に記載の固視測定方法。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本願は、米国仮出願第６２／０９６，０３６号（２０１４年１２月２３日出願）に基づ
いて優先権を主張し、その開示の全体を参照によってここに取り込む。
【０００２】
　検眼の分野において、目の固視の方向を評価するために用いられる多くの装置がある。
そのような固視測定装置の一例が、米国特許第６，０２７，２１６号に開示されている。
この特許の開示内容の全体を、参照によってここに取り込む。このような装置の多くは、
測定を実施するために、走査レーザビームを利用する。
【背景技術】
【０００３】
　そのような装置の一例を図１に示す。この装置は、光源１０１と、ビームスプリッタ１
０２と、偏光ビームスプリッタ１０３と、光検出素子１０４Ａ・１０４Ｂと、回転可能な
シャフトを備えたモータ１０５と、第１の凹面鏡１０６と、第２の凹面鏡１０７とを備え
ている。
【０００４】
　光源１０１は、ビームスプリッタ１０２を通過して第１の凹面鏡１０６へ入射する偏光
の発散ビームを出射する。第１の凹面鏡１０６は、モータ１０５のシャフトに傾いた状態
で取り付けられているので、シャフトが回転すると細かく揺動する。第１の凹面鏡１０６
は、第２の凹面鏡１０７の表面に、光源１０１の像を形成する。第２の凹面鏡１０７は静
止しており、第１の凹面鏡１０６よりも大きい。モータ１０５のシャフトが回転すること
に伴い、第２の凹面鏡１０７の表面上の光源１０１の像は、円形のパスに沿って連続的に
スキャンされる。静止している第２の凹面鏡１０７の曲率は、スピンする第１の凹面鏡１
０６から反射される像が目１０８に直接形成されるように選択される。スピンする第１の
凹面鏡１０６から出る全ての光は、静止している第２の凹面鏡１０７によって結像され、
目１０８の瞳孔を覆う、当該装置の静止射出瞳（図中破線で示す）を通過する。目１０８
には、光源１０１のスピンする像が、静止している第２の凹面鏡１０７の表面上で、光の
輪の形で見える。このように、目１０８への光の照射によって、連続する環状の網膜スキ
ャンがなされる。
【０００５】
　眼底で反射される光を高速に測定することを可能とするために、前述のスキャンを少な
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くとも１００Ｈｚ、より好ましくは２００Ｈｚ以上のスキャンレートで行うことが望まし
い。２００Ｈｚ以上のスキャンレートによれば、非常に小さい子供の場合によくあるよう
に、あまり協力的でない対象についても測定が可能となる。このようなレートの場合、第
１の凹面鏡１０６を、第１の凹面鏡１０６の取り付け部に特別な条件が必要とされるレー
トで、機械的に回転させることが必要となる。網膜の服屈折スキャンの場合は、第１の凹
面鏡１０６は、約１．５度の角度で傾いて配置され（約３度の傾きをつけるために）、第
１の凹面鏡１０６は、光学ビームの主光線の軸のまわりで回転される。
【０００６】
　しかし、第１の凹面鏡１０６の傾きは、高速で回転された場合に問題を生じることがあ
る。第１の凹面鏡１０６は、回転しないときには機械的に均衡がとられているが、回転が
始まると、第１の凹面鏡１０６（および凹面鏡を支持する機械的装置）には不均衡な力が
加わり、振動を生じる。
【０００７】
　回転する傾斜ディスクによる過大な振動を抑制するための既知のアプローチの一つは、
傾斜ディスクと同じ質量、サイズ、および形を有するが、傾斜ディスクとは反対側に傾け
た対称的なディスクを用いることである。
【０００８】
　このアプローチによっても、まだ潜在的な欠点がある。最も顕著なものは、回転体の質
量が２倍になることである。スキャンを行う装置にとっては、この欠点は、モータが起動
されてから所望の回転速度に到達するまでの時間を遅くする。このような装置は、停止し
て起動に適さず、いつも使用できるように、モータが回転したままにされる可能性がある
。このアプローチの他の潜在的な欠点としては、傾斜ディスクは単純な平らなディスクで
はなく、２１６特許の第１の凹面鏡のような凹状のディスクである可能性があることであ
る。この場合、対称的な凹面鏡は、第１の凹面鏡と厳密に同じ角度だけ（ただし反対の方
向へ）傾けられる。しかし、この構成を製造するために必要とされる追加的な要素と工程
によって、装置は高額になるであろう。さらに、そのようなアセンブリを製造するために
適した機械がないので、対称的なディスクのアプローチは、材料の増加に加えて、製造時
間の増加を招来する可能性がある。
【０００９】
　対称的なディスクのアプローチによるもう一つの潜在的な欠点は、そのような構成にお
いて不可避である製造上の誤差を解消または補正することが困難であるという点にある。
そのような誤差は、補正することが必要な振動を生じさせる。このような種類の誤差は、
修正することが本質的に困難である。なぜならば、アセンブリを調整するためにはこれを
停止させなければならないが、振動を観察するためにはモータをスピンさせなければなら
ないからである。したがって、必要な調整を行うためには、非常に時間がかかる。
【００１０】
　上述したように、測定を行うためにレーザビームを走査する方法は、一般的に、光学装
置の機械的動作を伴う。網膜の複屈折走査のために、傾いて配置され高速で（例えば毎分
１２，０００回転）回転する鏡がある。光学装置の機械的動作を利用する場合、振動のた
めに走査機構が非常に複雑になる可能性がある。その装置が目的とする測定に影響を与え
ないように、振動を十分に小さく保つ必要がある。
【００１１】
　光学装置の走査に機械的動作を用いる場合、他に以下のような問題がある。
【００１２】
　アセンブリの寿命：
　装置の使用可能寿命は、しばしばモータの寿命によって制限されるが、モータの寿命は
、光学的走査機構の他の構成要素よりも短い。
【００１３】
　製造／組み立て：
　装置の製造／組み立てに関して、その工程は自動化されにくい。むしろ、必要なバラン
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スを得るための厳しい制度で構成要素を組み立てるために、また、振動を最小化するため
の調整を行うために、熟練した人間が必要とされることが多い。そしてこれらは、最適コ
ストよりも高いコストにつながる。
【００１４】
　騒音：
　比較的静かなモータであっても、患者の気を散らすような可聴音を生じさせる。
【００１５】
　安全／耐久性：
　安定性の観点からは、構成要素（例えば、モータ、シャフト、および／または鏡）が高
速（例えば毎分１２，０００回転）で回転するときはいつも、その構成要素は故障しやす
い（例えば疲労により）。そして、そのような呼称は、装置に対して大きなダメージを生
じさせる可能性がある。
【００１６】
　コスト：
　上記の音大の組み合わせにより、装置のデザインには大きな制約が課せられる。これに
より、製造工程において追加の時間と材料が必要となり、全体のコストが上昇する。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】図１は、目の固視の方向を評価する装置を示す。
【図２】図２は、例示的な実施形態にかかる、固視測定装置を示す。
【図３】図３は、例示的な他の実施形態にかかる、固視測定装置を示す。
【図４】図４は、例示的な他の実施形態にかかる、固視測定装置を示す。
【図５】図５は、例示的な他の実施形態にかかる、固視測定装置を示す。
【図６】図６は、例示的な実施形態にかかる、投射装置を示す。
【図７】図７は、例示的な他の実施形態にかかる、投射装置を示す。
【図８Ａ】図８Ａは、例示的な実施形態にかかる、図７の投射装置の追加的特徴を示す。
【図８Ｂ】図８Ｂは、例示的な実施形態にかかる、図７の投射装置の追加的特徴を示す。
【図９】図９は、例示的な他の実施形態にかかる、投射装置を示す。
【図１０】図１０は、例示的な実施形態にかかる、固視測定方法のフローチャートを示す
。
【図１１】図１１は、例示的な実施形態にかかる、屈折誤差測定装置を示す。
【図１２】図１２は、例示的な実施形態にかかる、屈折誤差測定のフローチャートを示す
。
【図１３】図１３は、ここに開示された方法の少なくとも一部を実行するために用いるこ
とができる、例示的なコンピュータ環境を示す。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　本発明の図面および説明の少なくとも一部は、本発明の明確な理解に関連する要素を表
現するために簡素化されており、一方で、本発明の一部を含むと当業者が評価し得る他の
要素については、説明を明確にするために省略されていることが、理解されるべきである
。しかし、そのような要素は当該技術分野において周知であり、本発明の理解を促進する
ものではないので、そのような要素の説明はここでは提供されない。
【００１９】
　発明者らは、固視を測定するシステムであって、光学装置の走査機構または機械的動作
を必要としないシステムに対する要望を認識した。
【００２０】
　走査方法に関する問題の多くは、検出方法を変更し、固視を決定するために必要な全体
情報を一つの画像内で捕捉する撮像装置を用いたデザインに移行することによって、軽減
され得る。
【００２１】
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　図２は、例示的な実施形態にかかる固視測定装置２００を示す。図２に示すように、装
置１００は、偏光ビームスプリッタ１４、投射装置１６、凸レンズ１８、焦点レンズ２２
Ａ・２２Ｂ、および画像検出装置２６Ａ・２６Ｂを備えている。以降に詳細に説明するよ
うに、装置２００は、固視を測定するために、画像ベースの走査方法を利用する。画像ベ
ースの走査方法を用いることにより、装置２００の上述の構成要素は、所定の場所に固定
される。すなわち、これらの構成要素は、動かず、回転もしない。
【００２２】
　偏光ビームスプリッタ１４は、任意のタイプのビームスプリッタで良い。画像投射装置
１６は、刺激を生成するように構成され、生成された刺激を、ビームスプリッタ１４の下
に配置された投射面３２へ投射する。この刺激は、検査される患者のターゲット固視点で
あり、この刺激は、ターゲット画像とも称される。
【００２３】
　図２に戻って、凸レンズ１８は、任意の適切なタイプの凸レンズであって、瞳再結像レ
ンズ（ｐｕｐｉｌ　ｒｅｉｍａｇｉｎｇ　ｌｅｎｓ）として機能する。焦点レンズ２２Ａ
・２２Ｂは、任意の適切なタイプの凸レンズであって、実行される画像分析の種類に応じ
て選択することができる。焦点レンズ２２Ａは、人（例えば患者）の第１の眼１２Ａに対
応付けられ、焦点レンズ２２Ｂは、その人の第２の眼１２Ｂに対応付けられる。
【００２４】
　画像検出装置２６Ａおよび２６Ｂは、任意のタイプの画像検出装置であって良い。例え
ば、様々な実施形態において、画像検出装置２６Ａおよび２６Ｂは、電荷結合素子（ＣＣ
Ｄ）画像センサや、相補型金属酸化膜半導体（ＣＭＯＳ）等であっても良い。画像検出装
置２６Ａおよび２６Ｂは、所望の画像サイズと、第２および第３の凸レンズ２２Ａおよび
２２Ｂの焦点距離とに応じて選択することができる。第１の画像検出装置２６Ａは、人の
第１の眼１２Ａに関連付けられ、第２の画像検出装置は、その人の第２の眼１２Ｂに関連
付けられる。画像検出装置２６Ａおよび２６Ｂは、一画像で、一回の走査で得られる全体
情報を捕捉する。
【００２５】
　装置２００は、眼１２Ａおよび１２Ｂの両方から反射される光が単一の凸レンズに収束
し、単一の画像検出装置の上に結像されるように、構成することができる。この一例が、
図４の装置４００に示されている。図４の装置４００は、焦点レンズ２２Ａおよび２２Ｂ
が単一の凸レンズ４１に置き換えられていること、画像検出装置２６Ａおよび２６Ｂが、
単一の画像検出装置４３に置き換えられていること、および、反射光をレンズ４１に収束
させるためにプリズム３９が追加されていることを除いて、図２の装置２００に類似して
いる。
【００２６】
　動作中、投射装置１６は、ターゲット画像を生成するためにレーザ光を利用し、投射装
置は、そのターゲットを投射面３２へ投射する。人（以降、患者と称する。）が、装置２
００を覗き込み、ターゲット（患者には直接の視線上にあるように見える）上に彼または
彼女の眼１２Ａおよび１２Ｂを位置させたとき、ターゲット画像を表す光は、即時に患者
の眼１２Ａおよび１２Ｂ上（眼の網膜上）に結像する。投射装置は、生成されたターゲッ
ト画像を、患者の一つまたは複数の眼に投射するよう構成されている。
【００２７】
　ターゲットを表す光は、患者の眼１２Ａおよび１２Ｂに入射し、この光の一部が、それ
ぞれの眼の眼底から反射される。反射された光は、患者の眼１２Ａおよび１２Ｂを通過し
て眼の外へ戻り、ビームスプリッタ１４を通過し、第１の凸レンズ１８を通過し、焦点レ
ンズ２２Ａおよび２２Ｂを通過し、患者の網膜に対して共役な画像検出装置２６Ａおよび
２６Ｂへ至る。凸レンズ１８は、焦点レンズ２２Ａおよび２２Ｂ上に光を収束させるよう
機能する。焦点レンズ２２Ａおよび２２Ｂの特定の位置は、例えば全体の大きさや許容さ
れるセンサ位置等の、装置２００の要求によって決定することができる。焦点レンズ２２
Ａおよび２２Ｂは、出射瞳とみなすことができ、反射された光を画像検出装置２６Ａおよ
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び２６Ｂへ収束させるよう機能する。画像検出装置２６Ａおよび２６Ｂは、その後、ター
ゲット画像に応じて一つまたは複数の眼から反射された反射画像を捕捉する。以下にさら
に説明するが、反射画像は、前記一つまたは複数の眼の固視を表す情報を含む。
 
【００２８】
　図２に示すように、装置２００は、ターゲット画像の一部として前記一つまたは複数の
眼１２Ａおよび１２Ｂに投射される光を偏光するよう構成され、かつ、前記反射画像の一
部として前記一つまたは複数の眼から反射される光を偏光するよう構成された前記偏光ビ
ームスプリッタ１４の形態で、偏光子を含む。
【００２９】
　偏光は、複数の偏光子によって実現することもできる。例えば、図３は、装置３００を
示す。装置３００は、装置２００の偏光ビームスプリッタ１４が非偏光ビームスプリッタ
３５に置き換えられていることと、２つの新しい偏光子３３および３７が追加されている
こと以外において、図２の装置２００に類似している。偏光子３３は、前記ターゲット画
像の一部として前記一つまたは複数の眼に投射された光を偏光するよう構成されている。
偏光子３７は、前記反射画像の一部として前記一つまたは複数の眼から反射された光を偏
光するよう構成されている。さらに、図５は、装置５００を示す。装置５００は、図３の
装置３００と同様であるが、焦点レンズ２２Ａおよび２２Ｂの代わりに単一の凸レンズ４
１を備え、画像検出装置２６Ａおよび２６Ｂの代わりに単一の画像検出装置４３を備えて
いる。偏光子３３および３７は、任意の適切なタイプの偏光子によって実施することがで
きる。例えば、偏光子３７は、直線偏光子であっても良く、第１の凸レンズ１８の「背面
」の被膜であっても良い。
【００３０】
　図２～図５に示す装置は、リング画像であり患者の眼１２上（眼の網膜上）に即時に結
像されるターゲット画像を生成するために用いることができる。以下では、リング画像ま
たはディスク画像を例示するが、ここに開示する装置は、任意の適切な形状（例えば、楕
円、長円など）のターゲット画像を投射するために用いることができる。
【００３１】
　ターゲット画像がリング画像である場合、画像装置２６、２８、または４３は、一つま
たは複数の眼から反射されるので、リング画像全体を捕捉する。したがって、一般的な走
査に含まれるすべての情報は、単一の画像内に捕捉される。図２～図５に示す装置は、反
射されたリング画像を分析して、例えば、平均明度（ｉｎｔｅｎｓｉｔｙ）、最大明度、
最小明度、リングにおいて平均明度より上の部分、平均明度より下の部分、および平均明
度の部分の概略サイズ（円弧長および角度位置）等の統計／属性を得ることができる、一
つまたは複数のコンピュータ装置を含んでいても良い。前記一つまたは複数の眼の固視は
、ターゲット画像と反射画像との間（特に、ターゲットリング画像と反射リング画像の属
性間）の一つまたは複数の偏光関連の変化に少なくとも部分的に基づいて、計算すること
ができる。
【００３２】
　反射画像のリングは、固視を決定するために用いられる２つの一般的なタイプの特性の
うち一つを提供することができる。第１のタイプとして、リング画像は、平均よりも暗い
２つのより短い円弧領域と、平均よりも明るい２つの領域を有している。前記２つの明る
い領域は、２つの暗い領域と同様に、互いにおよそ１８０度離れている。２つの暗い領域
が、２つの明るい領域を分離している。この画像は、成功した固視測定を表している。最
小回数の２回だけ連続して、固視測定の成功を示す画像捕捉があった場合、その人が、眼
の固視能力を成功裏に示したと言える。しかし、固視のテストを完全にパスするためには
、両眼で同時に固視の成功が測定されなければならない。したがって、固視のテストをパ
スするためには、両眼が少なくとも２回の連続した固視測定の成功を示すことが必要とさ
れる。
【００３３】
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　第２のタイプとして、反射画像中のリングは、より大きな明るい円弧領域を、一つだけ
有している。このリングは、同様に、より大きな暗い円弧領域を、一つだけ有している。
この画像は、固視の失敗を示し、固視のための走査を継続しなければならないことを意味
する。上述の画像ベースの走査方法および装置から得られる他の画像タイプも存在するが
、固視の決定には関係しない。
【００３４】
　図２～図５に示す投射装置１６は、様々な形態をとり得る。例えば、図６に示すように
、投射装置１６は、ターゲットリング画像を生成および／または投射するために、レーザ
光源１１０、アキシコンレンズ１１２、およびトロイドレンズ１１４を備えることができ
る。トロイドレンズ１１４に対応するアキシコンレンズ１１２を利用することにより、回
転する鏡を用いることなく、丸いターゲットを生成することができる。この投射装置を使
用する場合、光学部材は回転対称である。
【００３５】
　図７に、他の可能な投射装置を示す。図７は、光源１２０と、この光源に対向する凹ト
ロイド鏡１２１（断面を示す）とを備えた投射装置１６を示す。凹トロイド鏡１２１は、
凹ドーナツ形状を有し、その形状が、ドーナツ（トロイド）の「エッジ」ではなくドーナ
ツ（トロイド）の中央を含む「表面」であるという点において、一般的なトロイド形状の
鏡と異なっている。凹トロイド鏡１２１は、アキシコンと同様の機能を有し、ターゲット
リング画像を生成および／または投射するために用いられる。破線は、光源１２１から鏡
１２１上へ投射された光を表し、実線は、鏡１２１からの反射光を表す。
 
【００３６】
　図８Ａ～図８Ｂは、凹トロイド鏡１２１の追加図を示す。図８Ａは、光源１２０から鏡
１２１へ向かって鏡１２１で反射される光の光路を示す。図８Ｂは、凹トロイド鏡１２１
のいくつかの特性例を示す。図示された特性の他に前記鏡は以下のような特性を有してい
てもよい。
 
【００３７】
　曲率半径：２０６．７
【００３８】
　頂点は偏心している：１０．５ｍｍ
【００３９】
　回転軸は中心にある。
【００４０】
　外径：５０ｍｍ
【００４１】
　厚み（エッジ）：１０ｍｍ
【００４２】
　製造技術：ダイアモンド研磨（ｄｉａｍｏｎｄ?ｔｕｒｎｅｄ）されたアルミニウム
【００４３】
　追加的にまたは代わりに、投射装置１６は、ターゲットの生成および／または投射に用
いられるホログラフィック装置を備えていてもよい。投射装置１６は、レンズの代わりに
拡散媒質（ｄｉｆｆｕｓｅ　ｍｅｄｉａ）を備えていてもよい。
【００４４】
　さらに、図９に示すように、投射装置１６は、光源（例えばダイオードレーザ）、第１
の平凸レンズ、アキシコンレンズ、および第２の平凸レンズを備えていてもよい。図９に
示すように、投射装置１６は、光源１２０、第１の平凸レンズ１２２、アキシコンレンズ
１２４、および第２の平凸レンズ１２６を備えている。光源１２０は、任意の適切なタイ
プの光源で構成され得る。例えば、光源１２０は、ダイオードレーザであってもよい。ア
キシコンレンズ１２４は、第１および第２の平凸レンズ１２２，１２６の間に配置されて
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いる。この投射装置を用いる場合、ターゲットは、両面凸レンズ１２８内に没入されるが
、患者から見たターゲットは、ビームスプリッタ１４の「背後」にあるように見える。
【００４５】
　図１０は、ここに開示されたいずれかの装置を用いて実行される固視測定方法のフロー
チャートを示す。ステップ１０１において、ターゲット画像は、投射装置により、患者の
一つまたは複数の眼に投射される。ステップ１０２において、ターゲット画像に応じて前
記一つまたは複数の眼から反射された反射画像は、前記一つまたは複数の眼に対して共役
に配置された一つまたは二つの画像検出装置によって捕捉される。反射画像は、前記一つ
または複数の眼の固視を表す情報を含む。さらに、ステップ１０３において、前記一つま
たは複数の眼の固視は、反射画像の少なくとも一部に基づいて計算される。
 
【００４６】
　画像ベースの方法を用いることにより、画像露出の統合時間を選択することが可能とな
る。露出の時間は、背景ノイズの影響を最小化するために、できるだけ短いことが理想的
である。統合時間が短いほど、測定される背景光は少なくなる。全体の視覚的刺激（例え
ばターゲットリング画像）を速やかに画像化することにより、パルスレーザで照明を実施
することが可能である。パルスは、極めて短い統合時間の間であっても顕著な信号を提供
する程度に、実質的に十分に明るければよい。これにより、非常に高いＳＮ比を実現する
ことができ、画像処理アルゴリズムの正確性を向上させることができる。露出時間をより
短くすることにより、サンプリング期間にあり得る動きの量を大幅に減らすことができる
ので、走査中に網膜のサンプリングをより良く行うことができる。１回転の走査を行うた
めに５ｍｓを必要とする２００Ｈｚの走査技術（さらに、測定が必要な周波数を達成する
ために複数走査回転が必要とされる）と比較して、ミリ秒よりもさらに短時間で（例えば
１０ｕｓ）で画像を捕捉することができ、一つの画像内に全ての情報が含まれる。
【００４７】
　偏光と機械的走査に伴う問題を軽減する他に、ここに開示する装置および方法には多く
の追加的な利点がある。
【００４８】
　画像は保存することができ、患者の加齢に伴って臨床的な利点があるかもしれない。加
齢による変化は、「合格」または「失格」に限定されない。眼科医は、その画像を検討し
、他の有意な情報がないかを決定する機会を得ることができる。例えば、固視誤差の大き
さを評価することができる。
【００４９】
　迷光の性質を決定するために画像を分析することができ、ノイズを低減するための方法
を探索することが可能となるかもしれない。
【００５０】
　固視を決定するために用いられる撮像装置は、適切な設計をされれば、眼の他の光学特
性を測定するために非常に有効であると考えられる。最も注目されるのは、乱視、近視、
または遠視などの、それぞれの眼の屈折誤差を測定することである。
【００５１】
　複屈折固視を測定する撮像装置ベースの方法を用いることにより、屈折誤差測定を実行
する画像ベースの方法を実現することも可能となる。
【００５２】
　上述のように、固視測定のために画像ベースの測定を用いることの顕著な利点は、その
画像センサを屈折誤差の測定に転用できることにある。屈折を測定する手法は、固視測定
に要求される手法とは若干異なるが、レンズおよび画像センサを、両方の用途に共用でき
るようにデザインすることができる。これにより、患者の全検査を行うために必要な装置
の数を減らすことができるので、小児科医や眼科医などの医療専門家にとって利益をもた
らす。
【００５３】
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　屈折誤差を測定する装置を図１０に示す。図１０に示される構成要素の多くは、画像投
射装置１６、ビームスプリッタ１４、凸レンズ１８、焦点レンズ２２Ａ・２２Ｂ、および
画像検出装置２６Ａ・２６Ｂを含み、図２の装置の構成要素と同様である。焦点レンズ２
２Ａ・２２Ｂおよび画像検出装置も、患者１２Ａおよび１２Ｂの一つまたは複数の眼に対
応付けられている。
【００５４】
　網膜の複屈折スキャンの公称範囲は、４００ｍｍまたは２．５ジオプタ（ｄｉｏｐｔｅ
ｒ）である。一般的な患者は、この範囲のターゲットに適合する。これは、それ以外の距
離にある対象物に適合するよう屈折を調整する患者の能力を、十分にテストするには足り
ない。したがって、視認するターゲットと患者の眼１２Ａおよび１２Ｂとの間の装置に、
追加レンズ３４を追加することができる。このレンズ３４は、屈折測定を行う医療専門家
によって配置することができる（例えば、屈折測定を行う位置に挿入され、固視測定時に
は取り外されるカートリッジとして）。レンズ３４は、ターゲットが何メートルも離れて
いるように見え（公称で１／１０ジオプタ未満）、かつ、実際の位置よりもはるかに遠い
位置にあるように、焦点距離およびその位置を調整してもよい。
【００５５】
　屈折の測定中に、画像検出装置２６Ａおよび２６Ｂの直前に配置された焦点レンズ２２
Ａおよび２２Ｂが焦点を合わせるように調整されている間に、画像検出装置２６Ａ・２６
Ｂは画像を捕捉してもよい。焦点レンズ２２Ａおよび２２Ｂは、焦点機構（図示せず）に
よって軸に沿って変位するよう構成されていてもよく、これにより、前記一つまたは複数
の画像検出装置によって捕捉される一つまたは複数の画像を変化させることができる。例
えば、図５に示すように、焦点レンズ２２Ａは、２８Ａとして示される範囲に沿って変位
させることができ、焦点レンズ２２Ｂは、２８Ｂとして示される範囲に沿って変位させる
ことができる。
【００５６】
　焦点機構は、それぞれの焦点レンズの変位が既知のレベルの屈折誤差に十分に関連付け
られるように構成することができる。これを達成するための従来の一方法は、単純に、焦
点機構の位置をミクロン単位で測定することである。焦点機構が公称（屈折誤差がない）
位置からシフトされるミクロン数によって、測定される屈折誤差の量を表す。したがって
、網膜の最適な対応画像を達成するために必要な焦点機構の位置に基づいて、患者の球体
屈折誤差（ｓｐｈｅｒｉｃａｌ　ｒｅｆｒａｃｔｉｏｎ　ｅｒｒｏｒ）を測定できる。
【００５７】
　図１２は、一つの例示的な実施形態にかかる屈折誤差測定方法を示すフローチャートで
ある。この方法、またはこの方法におけるステップは、図１１に示すような装置を用いて
実行することができる。
【００５８】
　ステップ１２０１において、刺激（ターゲット画像）は、画像投射装置によって、患者
の一つまたは複数の眼に、ビームスプリッタを介して投射される。刺激と前記一つまたは
複数の眼との間に、前記刺激（ターゲット）に対して、当該刺激（ターゲット）が患者に
とって実際の距離よりもはるかに遠く見えるような焦点距離と位置を有するレンズを配置
することができる。
【００５９】
　乱視を測定するために、画像化されるターゲットは、この誤差のタイプを決定すること
を支援する特徴を優先的に有してもよい。一例としてのターゲットは、３度ずつ離して配
置された一連の短線ペアを備えている。このようなターゲットの一例は、時計の文字盤（
ｄｉａｌ）に似ている。ただし、分刻み（ｍｉｎｕｔｅ　ｗａｌｋｅｒ）のそれぞれが、
１本の線ではなく、二重線で構成されている。この「時計文字盤」ターゲットの角直径は
、公称として、固視誤差測定に用いられるものとほぼ同じ直径を有しているか、あるいは
、約３度（中心からエッジまで１．５度）である。このような一連の二重線は、検査中に
、乱視のない患者様の特定の焦点設定で、全体的に焦点が合った状態で現れる。しかし、
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患者が乱視である場合、乱視誤差により、二重線が不鮮明になる領域が存在する。不鮮明
になる線の位置が、乱視誤差の軸を表す。焦点機構が調整されると（好ましくは、自動化
された手順により）、焦点の合った二重線と焦点が合わない二重線の位置は、乱視を有す
る患者に応じてシフトする。いくつかの線が最も鮮明になり他の線の焦点が合わない焦点
位置が存在する。しかし、焦点機構をさらに調整することにより、これを変更することが
でき、不鮮明であった線が、鮮明に焦点が合うようになる。さらに、十分に焦点が合って
いた線が、不鮮明になる（最も焦点が合う線のグループと、最も不鮮明なグループとは、
互いに９０度の角度をなす）。全ての線について最適な焦点を達成するために必要な焦点
のシフトを測定することにより、乱視の強さがわかる。また、それらの中点（仮想的に全
ての線の組み合わせが同様に不鮮明となる位置）が、屈折誤差の平均である。
【００６０】
　他の方法として、近接して配置された二つの同心リングを単純に用いる方法がある。乱
視の患者は、円の中心に対して互いに直接的に対向して、二カ所に分離した画像を示す。
リングの他の箇所は、不鮮明になっている。焦点がシフトするにしたがい、リングが最適
に分離される領域は、およそ９０度シフトする。これらの二つの場合における焦点のシフ
トを記録することにより、焦点が変化するにしたがってリングが分離する位置によって誤
差の軸が決定できるのと同様に、乱視屈折誤差を測定することができる。二重リングを有
するターゲット画像は、固視測定と屈折測定との両方に用いることができる点において好
ましい。
【００６１】
　ステップ１２０２において、一つまたは複数の画像検出装置と一つまたは複数の眼との
間に配置された一つまたは複数の焦点レンズが、前記一つまたは複数の眼から反射された
光を前記一つまたは複数の画像検出装置に結像させるために用いられる。上述したように
、前記一つまたは複数の焦点レンズは、一つまたは複数の焦点機構によって軸に沿って変
位するように構成されている。これにより、前記一つまたは複数の画像検出装置によって
捕捉される一つまたは複数の反射画像を変化させる。焦点レンズのそれぞれの変位は、変
位値として、記録され、格納され、あるいは追跡されるようにしてもよい。
【００６２】
　ステップ１２０３において、一つまたは複数の眼に対して共役に配置された一つまたは
複数の画像検出装置は、刺激（ターゲット）に応じて前記一つまたは複数の眼から反射さ
れた光を含む前記一つまたは複数の反射画像を捕捉する。
 
【００６３】
　ステップ１２０４において、前記一つまたは複数の眼の少なくとも一つにおける屈折誤
差は、一つまたは複数の反射画像の少なくとも一部と前記一つまたは複数の焦点レンズの
少なくとも一つの一つまたは複数の変位置とに基づいて、一つまたは複数のコンピュータ
装置によって計算される。前記一つまたは複数の変位置のそれぞれは、一つまたは複数の
反射画像における異なる反射画像に対応していてもよい。前述したように、眼の屈折誤差
を決定するために、ターゲット画像を最も分離する反射画像に対応した変位量を用いるこ
とができる（変位量を既知のレベルの屈折誤差に対応づけることなどにより）。
【００６４】
　一つまたは複数の上述した技術は、一つまたは複数のコンピュータシステムに実装され
ても良いし、一つまたは複数のコンピュータシステムを含んでいても良い。図１３は、コ
ンピュータ環境１３００の一般的な例を示す。コンピュータ環境１３００は、ここで説明
された実施形態の使用範囲や機能を限定することを意図したものではない。
【００６５】
　図１３に示すように、コンピュータ環境１３００は、少なくとも一つのプロセスユニッ
ト１３１０およびメモリ１３２０を備えている。プロセスユニット１３１０は、コンピュ
ータ実行可能命令を実行し、実機または仮想のプロセッサとすることができる。マルチプ
ロセシングシステムにおいては、マルチプロセシングユニットが、プロセス能力を向上さ
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せるために、コンピュータ実行可能命令を実行する。メモリ１３２０は、揮発メモリ（例
えば、レジスタ、キャッシュ、ＲＡＭ）、不揮発メモリ（例えば、ＲＯＭ、ＥＥＰＲＯＭ
、フラッシュメモリ、等）、または、これらの組み合わせであっても良い。メモリ１３２
０は、一つまたは複数のプロセッサで実行されたときにここで説明された技術を実現する
ソフトウエア命令１３８０を格納することができる。メモリ１３２０は、一つのメモリデ
バイスまたは複数のメモリデバイスとすることができる。
【００６６】
　コンピュータ環境は、追加の特徴を備えていても良い。例えば、コンピュータ環境１３
００は、記憶装置１３４０、一つまたは複数の入力装置１３５０、一つまたは複数の出力
装置１３６０、および、一つまたは複数の通信接続１３９０を含む。バス等の内部接続機
構１３７０、コントローラ、またはネットワークは、コンピュータ環境１３００の構成要
素を内部接続する。典型的に、オペレーティングシステムソフトウエアまたはファームウ
エア（図示せず）が、コンピュータ環境１３００内で稼働する他のソフトウエアのために
操作環境を提供し、コンピュータ環境１３００のそれらの構成要素の作業を連係させる。
【００６７】
　記憶装置１３４０は、着脱可能であっても良いし、着脱不可能であっても良く、磁気デ
ィスク、磁気テープまたはカセット、ＣＤ－ＲＯＭ、ＣＤ－ＲＷ、ＤＶＤ、または、情報
を格納するために使用可能であり、コンピュータ環境１３００においてアクセス可能な、
その他任意の記録媒体を含む。記憶装置１３４０は、ソフトウエア１３８０用の命令を格
納することができる。
【００６８】
　入力装置１３５０は、キーボード、マウス、ペン、トラックボール、タッチスクリーン
、またはゲームコントローラのようなタッチ入力装置や、音声入力装置や、スキャン装置
や、デジタルカメラや、リモートコントローラや、コンピュータ環境１３００への入力を
実現する他の装置であっても良い。出力装置１３６０は、ディスプレイ、テレビ、モニタ
、プリンタ、スピーカ、または、コンピュータ環境１３００からの出力を実現する他の装
置であっても良い。
【００６９】
　通信接続１３９０は、他のコンピュータエンティティへの通信媒体上の通信を可能とす
る。通信媒体は、コンピュータ実行可能命令や、音声またはビデオ情報や、変調されたデ
ータ信号の他のデータのような情報を搬送する。変調されたデータ信号は、一つまたは複
数の特徴セットを有する信号や、前記信号内の情報を符号化するように偏光された信号で
ある。一例として、限定的ではないが、通信媒体は、電気的、光学的、ＲＦ、赤外線、音
響、または他のキャリアで実現される有線または無線技術を含む。
【００７０】
　実施形態は、一般的なコンピュータ可読媒体として説明できる。コンピュータ可読媒体
は、コンピュータ環境においてアクセス可能な任意の媒体である。一例として、限定的で
はないが、コンピュータ環境１３００において、コンピュータ可読媒体は、メモリ１３２
０、記憶装置１３４０、通信媒体、およびこれらの組み合わせを含む。
【００７１】
　図１３は、特定の便宜のためだけに、コンピュータ環境１３００、ディスプレイ装置１
３６０、および入力装置１３５０を別個の装置として図示している。コンピュータ環境１
３００、ディスプレイ装置１３６０、および入力装置１３５０は、別個の装置（例えば、
有線でモニタとマウスに接続されたパーソナルコンピュータ）であっても良いし、単体装
置（例えば、スマートフォンやタブレットのように、タッチディスプレイを備えたモバイ
ル装置）、または、装置の任意の組み合わせ（例えば、タッチスクリーン装置に操作可能
に結合されたコンピュータ装置、単体のディスプレイ装置および入力装置に取り付けられ
た複数のコンピュータ装置）であっても良い。コンピュータ環境１３００は、セットトッ
プボックス、モバイル装置、パーソナルコンピュータ、または、一つまたは複数のサーバ
、例えばネットワークサーバ群、クラスタサーバ環境、または、コンピュータ装置のクラ
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ウドネットワークであっても良い。
【００７２】
　本発明の原理を、前述の実施形態を参照しながら説明したが、ここで述べた実施形態は
、この原理から乖離しない範囲で構成や詳細を変更することができる。ここで説明された
プログラム、プロセス、または方法は、明記されない限り、特定のコンピュータ環境に関
連または限定するものではない。ここで述べた教示に従って、様々な種類の汎用または専
用のコンピュータ環境を用いることができ、または、処理を実行することができる。ソフ
トウエアとして開示された実施形態の要素は、ハードウエアで実施することが可能であり
、その逆も可能である。

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８Ａ】

【図８Ｂ】

【図９】 【図１０】
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【図１１】 【図１２】

【図１３】



(17) JP 6681906 B2 2020.4.15

10

20

フロントページの続き

(72)発明者  ウィンザー、　ロバート、　スコット
            アメリカ合衆国　２０１４１　バージニア州、ラウンドヒル、ラウンドリーフ　コート　３５７４
            ０

    審査官  後藤　順也

(56)参考文献  特開平２－１９３６４１（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１４－４１０１５（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１０－３２４６１（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００７－９７８７３（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１１－２３２６６１（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平９－１７３２９７（ＪＰ，Ａ）　　　
              特表２００１－５２００６７（ＪＰ，Ａ）　　　
              米国特許出願公開第２００８／００８４５３９（ＵＳ，Ａ１）　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ａ６１Ｂ　　　３／００　－　　３／１８
              Ｇ０１Ｎ　　２１／８４　－　２１／９０
              Ｇ０１Ｎ　　２１／９３　－　２１／９５８
              Ｇ０２Ｂ　　１３／００


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

